別記
第１号様式（第６条関係）
　　年　　月　　日

　地方独立行政法人山口県産業技術センター理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
                          　　　　　　　名　　　称
                                      　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印

平成　　年度水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金交付申請書

　上記補助金の交付について、水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金交付要綱第６条第１項の規定により、下記のとおり申請します。

記
１　補助事業の名称・事業区分
	事業名
	

	事業区分
	□：技術開発 　　　□：試作　　　□：評価


※事業区分は、実施しようとする内容に最も近いものを選んでください。

２　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
	補助事業に要する経費
	円

	補助金交付申請額
	円



３　補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分
　　（別紙１　補助事業計画書のとおり）

４　水素関連事業参入計画
　　（別紙２　水素関連事業参入計画書のとおり）

（連絡担当者）　※法人の担当から補助金の諸連絡する際の窓口となる担当者を記載してください
	所属
	
	電話
	

	部署
	
	ＦＡＸ
	

	職・氏名
	
	e-mail
	



（別紙１）
補　助　事　業　計　画　書
	事業名
	

	申請者
	

	参入を計画している水素利活用製品（水素関連部品）の概要
	

	事業区分
	□：技術開発 　　　□：試作　　　□：評価

	背景等
	※　注目する世の中の動きと、それに対応する貴社の取組について、自社保有技術やこれまでの取組、課題について記載してください。

	補助事業の
目標・実施内容
	※　目標とそれを達成するための具体的課題を設定し、それらの課題ごとに、その解決方法、や実施内容を具体的に記載してください。

	補助事業の
実施計画
	※　課題ごとに、実施計画を具体的に記載してください。

	補助事業の
新規性・優位性
	※　本事業の新規性・優位性に記載してください。また、取組内容にどのように自社保有技術が活かされているか記載してください。

	補助事業
実施体制
	※　事業の実施体制を具体的に記載してください。外部の機関の協力を得る場合は、その位置づけを含めて記載してください。




	補助事業完了
予定日
	　　　　年　　月　　日

	補助事業に要する経費の配分及び補助金交付申請額
	

	[bookmark: _GoBack]（単位：円）
	費目
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	機器整備費
	
	
	

	委託費
	
	
	

	事業費
	
	
	

	その他
	
	
	

	小計
	
	
	

	合計
	
	
	


※別紙１－１（補助事業に要する経費計算書）を添付してください。
※委託費を計上する場合には、別紙１－２（委託説明書）、見積書を添付してください。なお、委託費には、機器設備費、外注費は計上できません。
※消費税及び地方消費税を除いて記載してください。


	本補助金で
過去に実施した
事業区分
	□：技術開発（　　　　　年度）　　□：試作（　　　　　年度）
□：評価　　（　　　　　年度）

	補助金
の交付を受けた
実績
	※　過去５年間の国・地方公共団体・その他機関を含めた交付実績を記載してください。

	その他特記事項
	

	補助金該当要件に係る申告事項（□に✓入れて確認すること。）

	県税の滞納の有無
	（□有　□無）

	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する接待飲食等営業、性風俗関連特殊営業及び接客業務受託営業を行っている事業主への該当の有無
	（□有　□無）

	暴力団関係事業主への該当の有無
	（□有　□無）






（別紙１－１）
補助事業に要する経費計算書
（単位：円）
	費目
	種　別
	仕　様
	単位
	数量
	単 価
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金見込額
	備 考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	機器整備費
	工具器具費
	××社製××
	1
	1
	○○○円
	○○○円
	○○○円
	　
	　

	
	　
	××社製××
	1
	1
	○○○円
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	小　　　計
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	小　　　計（千円）
	○○千円
	○○千円
	
	　

	委託費
	××大学
	　
	　
	　
	　
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	××高専
	　
	　
	　
	　
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	××株式会社
	　
	　
	　
	　
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	小　　　計
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	小　　　計（千円）
	○○千円
	○○千円
	
	　

	事業費
	旅費
	山口⇔東京
	×人
	×回
	○○○円
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	　
	県内
	×人
	×回
	○○○円
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	原材料費
	××材料
	kg
	××
	○○○円
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	　
	××試薬
	kg
	××
	○○○円
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	消耗品費
	××
	L
	××
	○○○円
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	　
	××
	kg
	××
	○○○円
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	小　　　計
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	小　　　計（千円）
	○○千円
	○○千円
	
	　

	その他
	　
	　
	　
	　
	○○○円
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	　
	　
	　
	　
	○○○円
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	　
	　
	　
	　
	○○○円
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	小　　　計
	○○○円
	○○○円
	
	　

	
	小　　　計（千円）
	○○千円
	○○千円
	
	　

	合　　　計（千円）
	○○千円
	○○千円
	○○千円
	　



※　補助金見込額は、補助対象経費の２／３以内とし、千円未満切り捨て
※　委託費を計上する場合は、（別紙１－２）委託説明書を作成してください。			
※　消費税及び地方消費税を除いて記載してください。																			


（別紙１－２）
委託説明書
	委託先
	

	委託の内容
	

	委託の必要性
	

	委託期間
	　　　　年　　月　　日　　～　　年　　　月　　　日

	見積金額
	


※　見積書を添付してください。
※　委託費には、機器整備費、外注費は計上できません。
※　委託ごとに作成してください。



（別紙１－３）
特許取得説明書
	特許の名称
	

	特許の内容
	

	特許取得の必要性等
	※　本事業において生じた発明であること、本事業において特許取得が必要であることについて記載してください。

	出願時期（予定）
	　　　　年　　月　　日


※　特許ごとに作成してください。



（別紙２）
水　素　関　連　事　業　参　入　計　画　書
	事業名
	

	申請者

	住　　所：
名　　称：
代表者名：
	資本金：
従業員数：
業　　種：

	製造の拠点となる施設（主たる製造等の実施場所）

	施設名称：
住所：
（申請者の住所と異なる理由：）

	計画の概要

	参入を計画している水素利活用製品（水素関連部品）
	

	計画実施期間
	年　　月　～　　　　年　　月（事業化予定）

	参入計画の実施内容とスケジュール
	別紙２－１のとおり

	参入計画に参画する企業・機関
	別紙２－２のとおり

	水素事業参入計画に必要な資金の額及びその調達方法
	別紙２－３のとおり

	技術検討ワーキンググループでの検討状況
	別紙２－４のとおり

	参入を計画している水素利活用製品（水素関連部品）の現状と課題

	現状
	※　現在、事業をとりまく現状や環境等がどうなっているのかを記載してください。
例：【現在の市場規模】、【技術水準】、【既製品（部品）の状況】等


	課題
	※　現状の中から、課題や問題となっている点について記載してください。
例：【現在の市場規模】、【技術水準】、【既存製品（部品）の状況】等


	参入を計画している水素利活用製品（水素関連部品）の特徴等

	基になる
技術・製品等
	

	特徴
	※　水素利活用製品（水素関連部品）において【アピールする点】、【特記すべき点】があれば記載してください。
※　製品（部品）の【新規性】、【優位性】について簡潔に記載してください。

	水素利活用製品（水素関連部品）の事業化

	生産体制
	※　事業化後の生産体制について簡潔に記載してください。

	販売方法等
	※　事業化後の販売方法について簡潔に記載してください。

	事業化の効果
		区分
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	合計

	売上
	20百万円
	3億円
	6億円
	10億円
	10億円
	29.2億円

	設備投資
	―
	10億円
	―
	―
	―
	10億円

	雇用
	―
	5人
	10人
	10人
	―
	25人


※　【設備投資】、【雇用計画】、【新事業展開】等の波及効果について簡潔に記載してください。



（別紙２－１）
参入計画の実施内容とスケジュール
　（　　　　年　　月　～　　　　年　　月（事業化予定））
	＜事業区分＞
	実施時期
（実施の始期と終期を矢印で記載）

	実施内容
	主たる実施者
（実施場所）
	　　　年度
	　　　年度
	　　　年度
	　　　年度

	＜技術開発＞

	1-1. ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
1-2.＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
	
	
	
	
	

	＜試作＞

	2-1.＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
2-2.＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
	
	
	
	
	

	＜評価＞

	3-1.＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
3-2.＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
	
	
	
	
	

	＜その他＞

	4-1.＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
4-2.＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
	
	
	
	
	


· 過去に実施した事業区分（本補助事業のみ）については、過去に遡って記載してください。
· 事業区分＜その他＞には、事業化に向けた取組などを記載してください。
· 実施時期欄が足りない場合には、年度欄を増やして記載してください。


（別紙２－２）
参入計画に参画（委託（技術開発、評価））する企業・機関
	
	①住所、②名称、③代表者名
	④連絡先、⑤資本金、⑥従業員数、⑦業種

	
	⑧具体的な協力の内容（対応する事業区分の実施番号(1-2,2-1など）

	１
	①
②
③
	④
⑤　　　　　　　　　　⑥
⑦

	
	⑧

	２
	①
②
③
	④
⑤　　　　　　　　　　⑥
⑦

	
	⑧

	３
	①
②
③
	④
⑤　　　　　　　　　　⑥
⑦

	
	⑧

	４
	①
②
③
	④
⑤　　　　　　　　　　⑥
⑦

	
	⑧

	５
	①
②
③
	④
⑤　　　　　　　　　　⑥
⑦

	
	⑧


※　申請者を含めて記載してください。
※　５者を超える場合には、行を増やして記載してください。



（別紙２－３）
水素事業参入計画に必要な資金の額及びその調達方法
（単位：千円）
	実施時期
	計画に
要する経費
	資　　金　　内　　訳

	
	
	補助金
	自己資金
	その他
（借入金等）

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


· 過去に実施した事業区分（本補助事業のみ）については、過去に遡って記載してください。
· 実施時期が足りない場合には、年度行を増やして記載してください。


（別紙２－４）
技術検討ワーキンググループでの検討状況
	技術検討ＷＧ
メンバー
	

	実施日・
実施場所
	

	検討事項
	

	アドバイザー
の意見
	




第２号様式（第１０条関係）

　　年　　月　　日

　地方独立行政法人山口県産業技術センター理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者
　　　　　　　　　　　　　         　   住　　　所
                          　　　　　　　名　　　称
                                      　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印

平成　　年度水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金変更承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け平　　山産技第　　　号をもって交付決定の通知があった上記の補助事業の内容を下記のとおり変更したいので、水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定により、承認を申請します。

記

１　補助額の変更
(1)　既交付決定額　　金　　　　　　　　円　・・・①
(2)　変更交付申請額　　金　　　　　　　　円　・・・②
(3)　差額　　金　　　　　　　　円　（①－②）

２　変更の理由





３　変更の内容










４　変更後の経費区分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	補助金交付
申請額

	機器整備費
	
	
	　　　　　

	委託費
	
	
	

	事業費
	
	
	

	その他
	
	
	

	小計
	
	
	

	合　　計
	
	
	



第３号様式（第１２条関係）

　　年　　月　　日

　地方独立行政法人山口県産業技術センター理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者
　　　　　　　　　　　　　         　   住　　　所
                          　　　　　　　名　　　称
                                      　代表者氏名　　　　　　　　　　印

平成　　年度水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金中止（廃止）承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け平　　山産技第　　　号をもって交付決定の通知があった上記の補助事業を下記の理由により中止（廃止）したいので、水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金交付要綱第１２条の規定により、承認を申請します。

記

１　中止（廃止）する実施計画名


２　中止（廃止）する理由


３　中止の期間（廃止の時期）



第４号様式（第１３条関係）

　　年　　月　　日

　地方独立行政法人山口県産業技術センター理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　名　　　称
                                      　代表者氏名　　　　　　　　　　印

平成　　年度水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金実績報告書

　平成　　年　　月　　日付け平　　山産技第　　　号をもって交付決定の通知があった上記の補助事業を平成　　年　　月　　日付けで完了（廃止）しましたので、水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金交付要綱第１３条の規定により、下記のとおりその実績を報告します。

記
１　補助金実績報告額
　　金　　　　　　　　　　　　円　

２　水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金支出について
（単位：円）
	費目
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額

	機器整備費
	
	
	

	委託費
	
	
	

	事業費
	
	
	

	その他
	
	
	

	小計
	
	
	

	合　　計
	
	
	



３　取組成果等について
※　技術確立に向けた取組内容（技術開発、試作、評価など）及び成果について、可能な限り詳細な内容を記載すること。

第５号様式（第１７条関係）

　　年　　月　　日

　地方独立行政法人山口県産業技術センター理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者
　　　　　　　　　　　　　         　   住　　　所
                          　　　　　　　名　　　称
                                      　代表者氏名　　　　　　　　　　印

平成　　年度水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金精算払請求書

平成　　年　　月　　日付け平　　山産技第　　　号をもって額の確定の通知があった上記の補助金について、水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金交付要綱第１７条第１項の規定により、下記のとおり請求します。

記

１　請求額　　　　金　　　　　　　　　　　円
	交付決定額
	金　　　　　　　　　　　円

	今回請求額
	金　　　　　　　　　　　円



２　振込先
	口座振替先
	金融機関名
	銀　　行
信用金庫
組　　合
	支　店

出張所

	
	預金の種別
及び
口座番号
	１．普通預金　　　　　２．当座預金

№．　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	（フリガナ）
口座名義人
	



（裏面を記載のこと）

◆　補助金該当要件に係る申告事項（□に✓入れて確認すること。）
	県税の滞納の有無
	（□有　□無）

	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する接待飲食等営業、性風俗関連特殊営業及び接客業務受託営業を行っている事業主への該当の有無
	（□有　□無）

	暴力団関係事業主への該当の有無
	（□有　□無）




第６号様式（第１７条関係）

　　年　　月　　日

　地方独立行政法人山口県産業技術センター理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
                          　　　　　　　名　　　称
                                      　代表者氏名　　　　　　　　　　印

平成　　年度水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金概算払請求書

平成　　年　　月　　日付け平　　山産技第　　　号をもって交付決定の通知があった上記の補助金について、水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金交付要綱第１７条第３項の規定により、下記のとおり請求します。

記

１　請求額　　　　金　　　　　　　　　　　円
	交付決定額
	金　　　　　　　　　　　円

	概算払受領済額
	金　　　　　　　　　　　円

	今回請求額
	金　　　　　　　　　　　円

	差引残額
	金　　　　　　　　　　　円



２　振込先
	口座振替先
	金融機関名
	銀　　行
信用金庫
組　　合
	支　店

出張所

	
	預金の種別
及び
口座番号
	１．普通預金　　　　　２．当座預金

№．　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	（フリガナ）
口座名義人
	



（裏面を記載のこと）

◆　補助金該当要件に係る申告事項（□に✓入れて確認すること。）
	県税の滞納の有無
	（□有　□無）

	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する接待飲食等営業、性風俗関連特殊営業及び接客業務受託営業を行っている事業主への該当の有無
	（□有　□無）

	暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。）関係事業主への該当の有無
	（□有　□無）




第７号様式（第２１条関係）

　　年　　月　　日

　地方独立行政法人山口県産業技術センター理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
                          　　　　　　　名　　　称
                                      　代表者氏名　　　　　　　　　　印

平成　　年度水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金事業化活動状況報告書

　平成　　年　　月　　日付け平　　山産技第　　　号により交付決定のあった水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金補助金に関し、平成　　年度の事業化活動状況について、水素関連技術支援拠点機能強化事業補助金交付要綱第２１条第２項の規定に基づき、別紙のとおり報告します。

（別紙）事業化活動状況報告書

１　県内での事業化に向けた活動状況等
	
【活動状況】
	年月
	具体的な内容

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	




【今後の活動方針】




【県内での事業化の目途】







２　知的財産権の出願等の状況
	






３　事業化
	
	製　品
	




【売上等】
	区分
	平成  年度
	平成  年度
	平成  年度
	平成  年度
	平成  年度
	合計

	売上
	
	
	
	
	
	

	設備投資
	
	
	
	
	
	

	雇用
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